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出典：国立公文書館デジタルアーカイブ
https://www.digital.archives.go.jp/gallery/0000000003

令和３年４月２７日衆議院原子力問題調査特別委員会
アドバイザリーボード会員 石橋哲 提出資料
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日本国憲法 前文（抜粋）

社会的合意形成 分断

✓ 日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し、われらとわれら
の子孫のために、諸国民との協和による成果と、わが国全土にわたつて自由のもたらす
恵沢を確保し、政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを
決意し、ここに主権が国民に存することを宣言し、この憲法を確定する。

✓ そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであつて、その権威は国民に由来し、そ
の権力は国民の代表者がこれを行使し、その福利は国民がこれを享受する。



8年前、誰もが誓った「忘れない」は変容したらしい。

一昨年9月、衆院原子力特別委で参考人として、私は国会事故調が求めた「（提言の）実施計画」
策定公表を改めて求めた。昨年末同じ場で15カ月間何ら議論がないことを確認した。
国会図書館に保管された事故調資料の開示も忘れたか。

再発防止への「起点」に立つことなく「国会事故調は過去だ」と開き直る「選良」。
彼らを「代表」と戴く私たち。
今や「忘れない」は、年中行事として費消される、訳知り顔の「玩具」と堕し、
日常の至るところに溢れる事故の根源的原因「思考停止」は、不祥事として噴出する。

2020年を目前に、いま商業メディアでは、「サムライ」という言葉が氾濫する。
「サムライ」とは、湊川の大楠公のように、永劫回帰の中で正しい判断を志す 晴朗な覚悟を持つ者だ。
自己満足で塗り固めた殻に閉じこもる者ではない。

私たちの自慰の果てに
子どもたちは、「サムライ」を 「愛する国」を この国土に見出せるだろうか？

お遊戯の時は過ぎた。 「忘れない」の先へ。

未来に誇れる「今」を作れるのは「今」を生きる私たちだ。

元国会事故調 調査統括補佐 石橋哲

出典：「FACTA」2019年3月号「読者の声」
https://facta.co.jp/article/201903046.html
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5令和３年３月２４日 石橋哲 撮影・加工
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【当委員会で扱わなかった事項】

設置に際し、委員会法10条各号により我々に課せられた課題解決を最優先とするため、以下
の点については、今回の調査の対象外とした。

1. 日本の今後のエネルギー政策に関する事項（原子力発電の推進あるいは廃止も含めて）
2. 使用済み核燃料処理・処分等に関する事項
3. 原子炉の実地検証を必要とする事項で、当面線量が高くて実施ができない施設の検証に

関する事項
4. 個々の賠償、除染などの事故処理費用に関する事項
5. 事故処理費用の負担が事業者の支払い能力を超える場合の責任の所在に関する事項
6. 原子力発電所事業に対する投資家、株式市場の事故防止につながるガバナンス機能に関

する事項
7. 個々の原子力発電所の再稼働に関する事項
8. 政策・制度について通常行政府が行うべき具体的な設計に関する事項
9. 事故後の原子炉の状況の把握及び廃炉のプロセスに関する事項、発電所周辺地域の再

生に関する事項
10.その他、委員の合意によって範囲外と決めた事項等

【国会事故調で扱わなかった事項】

出典：平成24年7月5日 国会事故調報告書



【提言1：規制当局に対する国会の監視】
国民の健康と安全を守るために、規制当局を監視する目的で、国会に原子力に係る問題に関する常設の委員会
等を設置する。
1. この委員会は、規制当局からの説明聴取や利害関係者又は学識経験者等からの意見聴取、その他の調査を

恒常的に行う。
2. この委員会は、最新の知見を持って安全問題に対応できるよう、事業者、行政機関から独立した、グローバルな

視点を持った専門家からなる諮問機関を設ける。
3. この委員会は、今回の事故検証で発見された多くの問題に関し、その実施・改善状況について、継続的な監視

活動を行う（「国会による継続監視が必要な事項」として添付）。
4. この委員会はこの事故調査報告について、今後の政府による履行状況を監視し、定期的に報告を求める。

提言3：被災住民に対する政府の対応

提言4：電気事業者の監視

提言5：新しい規制組織の要件

提言6：原子力法規制の見直し

提言2：政府の危機管理体制の見直し
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提言7：独立調査委員会の活用
未解明部分の事故原因の究明、事故の収束に向けたプロセス、被害の拡大防止、本報告で今回は扱
わなかった廃炉の道筋や、使用済み核燃料問題等・・・について調査審議するために、国会に、原子力事業
者及び行政機関から独立した、民間中心の専門家からなる第三者機関を設置する。

国会による
行政監視国会に

よる実行

７つの提言の構造

国会に
よる

立法手当



出典：平成24年7月5日 国会事故調報告書
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【提言の実現に向けて】
➢ここに示した７つの提言は、当委員会が国会から付託された使命を
受けて調査・作成した本報告書の最も基本的で重要なことを反映し
たものである。

➢ したがって当委員会は、国会に対し
◼ この提言の実現に向けた「実施計画」を速やかに策定し、
◼ その「進捗の状況を国民に公表」すること
を期待する。

「実施計画」と「進捗状況の国民への公表」

出典：平成24年7月5日 国会事故調報告書

9



国会（国権の最高機関、国民の代表）は
どう理解し、何をするか？

2011.03.11   東日本大震災
東京電力福島原子力発電所事故発災

2011.12.08   国会事故調設置

2012.07.05   報告書提出

2012.07.06   委員会解散

2013.01.28   衆議院原子力問題調査特別委員会設置

2013.04.08   衆議院原子力問題調査特別委員会（森英介委員長）
第一回委員会（元委員参考人招致）

2017.05.25   衆議院原子力問題調査特別委アドバイザリーボード設置

2021.04.27   本日

9か月

7か月

102か月
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2011 2021 2031

東日本大震災
福島原発事故

Covid-19
<Society5.0>

なりたい未来

Covid-19
<Society5.0>

東日本大震災
福島原発事故 今

10年後

2021年＝「今」は、「2011年」からみた、「なりゆきの未来」

 2011年からの「来し方」は、「なりたい未来」創りの「ヒント＝道標」の宝庫。
 オーラルヒストリーを収集・集積・活用することの意義
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なりゆきの未来



「忘れない」の情緒的反復による忘却＝「他人事」化の繰り返し ⇒ なりゆきの未来

災害後の定点観測×解析×学び＝「自分事」化の集積浸透 ⇒ なりたい未来

オーラルヒストリー集積の重層的推進、共有による真のレジリエンス社会の構築へ
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提言を一歩一歩着実に実行し、
不断の改革の努力を尽くすことこそが、
国民から未来を託された国会議員、

国権の最高機関たる国会
及び

国民一人一人の使命である
と当委員会は確信する。

出典：平成24年7月5日 国会事故調報告書

【提言の実現に向けて】
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